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背景
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気候変動への対策の進捗を評価
し、排出削減の義務について交渉
するための「気候変動枠組条約締
約国会議(COP)」は、毎年異なる
国で開催されます。

COP30は2025年にブラジルのベレンで開
催されます。ベレンはアマゾン熱帯雨林
の近くに位置する重要な都市です。ブラ
ジルに加え、熱帯雨林はコロンビア、ペル
ー、ボリビア、ベネズエラ、エクアドル、ガイ
アナ、スリナム、フランス領ギアナの国境に
もまたがっています。

森林資源が豊富な国や広範な環境破壊
に直面している国は、ブラジルやインドネシ
アのように環境問題への関与がより高い傾
向があります。両国は、畜産や農業など一
次的および採取的活動の不規則な拡大
により、森林被覆が大幅に失われています。

日本やカナダのように、より確立され
た環境ガバナンスと厳しい財政義
務を持つ国々では、COPの取り組
みに対する市民の関与が少ないと
いう認識がよく見られます。
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42%

主な調査結果

多くの人々は企業が環境よりも利益を

優先していると考え、強制的な気候貢

献および補償を支持しています。

気候目標達成の主な障害は技術的なものでは
なく、ガバナンスに関連したものです。政治的意
思の欠如、施行の弱さ、不十分な資金調達が
主要な障壁となっています。
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49%
COP30の効果については世界世
論が分かれており、多くの人は気

候変動対策における実質的な行

動が伴わず象徴的なものに過ぎな

いと見ています。

分断された期待と世界の亀裂

69%

体系的な行動と企業の説明責任の要求

気候目標達成の障壁

40%

43%

31%

34%

「持続可能にするためには、保護し、
再植林し、経済を変える必要がある」

アジア太平洋

ヨーロッパ

北米

ラテンアメリカ



期待値
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主な調査結果

49%
の回答者は、COP30が気候
変動対策において実際の変
化をもたらさず、「単なる象徴
でしかない」と考えています。

34% 
(30か国平均)は、COP30が
「有効で、気候変動対策にお
いて具体的な結果をもたらす」
と期待しています。

▪ まとめ: 世界世論は、COP30を具体的な変化の推進力というよりは象徴として見
る傾向がありますが、グローバルサウスや若年層には強い楽観的な見方もあります。

▪ 北南格差: 
▪ グローバルサウスでの楽観的な意見が多い: 中東・アフリカ(51%が効果的と

回答)、アジア太平洋(43%)、ラテンアメリカ(39%)
▪ 先進国での懐疑的な見方: ヨーロッパ(25%効果的)、北米(24%)、

G7(22%)

▪ 世代の影響: 
▪ 若年層はより自信を持っている: 
▪ 約45%のZ世代はCOP30が効果的であると考えているのに対し、ベビーブー

マー世代では約29%にとどまっている
▪ 「単なる象徴でしかない」との回答は、ベビーブーマー世代で約60%からZ世

代では約37%まで減少している
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国別データ

Q3. COPは、気候変動に関する国連の
主要な会議であり、200ヵ国近くの首脳
が、気候危機に対処するためのグローバ
ルな行動と合意を交渉する場です。次
回の会議であるCOP30は、2025年にブ
ラジルのアマゾン地域にあるパラー州ベレ
ン市で開催される予定です。

COP30について、あなたの意見に該当
するものを選択してください。

34%

78%

70%

53%

49%

45%

44%

43%

41%

41%

38%

37%

35%

31%

31%

31%

30%

29%

28%

28%

26%

26%

25%

24%

24%

22%

22%

21%

19%

19%

14%

17%

6%

8%

11%

11%

11%

15%

12%

11%

16%

34%

18%

14%

18%

16%

12%

12%

11%

24%

27%

21%

22%

24%

36%

15%

22%

14%

16%

30%

19%

13%

49%

16%

23%

37%

40%

44%

42%

45%

49%

43%

28%

45%

51%

51%

53%

57%

58%

60%

49%

46%

53%

52%

51%

40%

61%

55%

64%

63%

51%

62%

73%

世界平均

インドネシア

タイ

南アフリカ

トルコ

コロンビア

ペルー

マレーシア

メキシコ

ブラジル

インド

シンガポール

チリ

アルゼンチン

アイルランド

ルーマニア

ポーランド

韓国

オランダ

米国

ハンガリー

英国

オーストラリア

日本

スウェーデン

ドイツ

イタリア

スペイン

カナダ

ベルギー

フランス

効果的 象徴的どちらでもない

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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34%

51%

43%

39%

25%

24%

22%

17%

11%

19%

14%

17%

28%

23%

49%

38%

38%

47%

58%

48%

54%

世界平均

中東・アフリカ

アジア太平洋

ラテンアメリカ

ヨーロッパ

北米

G7諸国

Q3. COPは、気候変動に関する国連
の主要な会議であり、200ヵ国近くの
首脳が、気候危機に対処するためのグ
ローバルな行動と合意を交渉する場で
す。次回の会議であるCOP30は、
2025年にブラジルのアマゾン地域にあ
るパラー州ベレン市で開催される予定
です。

COP30について、あなたの意見に該
当するものを選択してください。

効果的 象徴的どちらでもない

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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世界平均

世代別

Q3. COPは、気候変動に関する国連の
主要な会議であり、200ヵ国近くの首
脳が、気候危機に対処するためのグ
ローバルな行動と合意を交渉する場で
す。次回の会議であるCOP30は、
2025年にブラジルのアマゾン地域にあ
るパラー州ベレン市で開催される予定
です。

COP30について、あなたの意見に該
当するものを選択してください。

34%

49%

17%

24%

60%

16%

29%

55%

17%

35%

47%

17%

45%

37%

18%

有効で、気候変動対策において具体的な結果をもたらす

気候変動対策において真の変化は起こらず、

単なる象徴でしかない

いずれも該当しない

世界平均 ベビーブーマー世代 X世代 ミレニアル世代 Z世代
対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施



© Ipsos | Attitudes to COP30

世界平均

Q3. COPは、気候変動に関する国連の
主要な会議であり、200ヵ国近くの首
脳が、気候危機に対処するためのグ
ローバルな行動と合意を交渉する場で
す。次回の会議であるCOP30は、
2025年にブラジルのアマゾン地域にあ
るパラー州ベレン市で開催される予定
です。

COP30について、あなたの意見に該
当するものを選択してください。

世界平均

インドネシア

タイ

南アフリカ

トルコ

コロンビア

ペルー

マレーシア

メキシコ

ブラジル

インド

シンガポール

チリアルゼンチン

アイルランド
ルーマニア

ポーランド韓国

オランダ米国

ハンガリー

英国

オーストラリア

日本

スウェーデン

ドイツ

イタリア
スペイン

カナダ

ベルギー

フランス
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象
徴
的

効果的
対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施



優先事項
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サマリー

▪ 世界的に、69%が企業は環境問題よりも利益を優先していると認識しており、特にヨーロッパとラテンア
メリカでその傾向が顕著です。インドと日本では、この見解を共有する人は約半数にとどまっています。

▪ 企業に利益の一部を気候変動対策に投資することを義務付けることへの支持は65%で、特にアジアの
新興市場やラテンアメリカで強い支持が見られます。

▪ 億万長者に気候変動関連の費用を負担させることへの支持は54%で中程度ですが、トルコとイタリアで
は高く、日本とアルゼンチンでは低い、すなわち責任が個人に帰される場合は受け入れられにくいことを示

唆しています。

▪ アマゾン保護に対して農業ビジネスの拡大が矛盾するという意見への世界的な合意は42%と低く、特
にラテンアメリカおよびインドネシアなどの新興市場で顕著です。

▪ 金銭的賠償には55%が支持を示しており、特にグローバルサウスや一部の非G7ヨーロッパ諸国でその傾
向が強い一方、北米と西ヨーロッパでは反対が強いです。
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69%

42%
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Q1. 以下は、気候変動に関する
いくつかの記述です。各記述につ
いて、どの程度同意するかをお答
えください。

同意する%

69%

65%

55%

54%

42%

69%

58%

42%

52%

33%

69%

69%

62%

52%

47%

71%

64%

50%

56%

41%

65%

65%

57%

53%

41%

企業は、環境への配慮よりも利益を優先している

企業や業界には、利益の一部を気候変動対策の資金に

充てるよう義務付けるべきである

先進国は、気候災害の影響を最も多く受けた国々に

財政的な補償を行うべきである

非常に裕福な人々(億万長者)は、気候変動対策費用の

ほとんどを負担するべきである

農業ビジネスの拡大を、アマゾンの保護と両立することはできない

世界平均 北米 ラテンアメリカ ヨーロッパ アジア太平洋

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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世代別

Q1.以下は、気候変動に関する
いくつかの記述です。各記述につ
いて、どの程度同意するかをお答
えください。

同意する%

74%

68%

55%

57%

41%

71%

67%

54%

55%

41%

67%

65%

56%

55%

43%

64%

62%

55%

51%

42%

企業は、環境への配慮よりも利益を優先している

企業や業界には、利益の一部を気候変動対策の資金に

充てるよう義務付けるべきである

先進国は、気候災害の影響を最も多く受けた国々に

財政的な補償を行うべきである

非常に裕福な人々(億万長者)は、気候変動対策費用の

ほとんどを負担するべきである

農業ビジネスの拡大を、アマゾンの保護と両立することはできない

ベビーブーマー世代 X世代 ミレニアル世代 Z世代

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施

企業による気候資金の拠出や先進
国からの賠償を義務付けることには、
世代を超えて強い支持があります。
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同意する

国別データ

Q1. 以下は、気候変動に関するいくつか
の記述です。各記述について、どの程度
同意するかをお答えください。

企業は、環境への配慮よりも利益を優
先している

世界的に見て、企業は環境保護
よりも利益を優先していると、約7
割が同意しています。

同意しない

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施

© Ipsos | Attitudes to COP30

69%

76%

74%

74%

74%

73%

73%

72%

71%

71%

71%

71%

70%

70%

70%

70%

70%

69%

69%

68%

67%

67%

67%

67%

67%

66%

66%

63%

63%

54%

53%

11%

8%

5%

7%

7%

8%

7%

9%

9%

8%

10%

10%

13%

11%

8%

13%

10%

10%

9%

11%

13%

17%

12%

9%

9%

12%

16%

13%

13%

9%

21%

世界平均

アイルランド

ハンガリー

フランス

スウェーデン

チリ

イタリア

ベルギー

オランダ

カナダ

ドイツ

南アフリカ

アルゼンチン

タイ

ブラジル

コロンビア

ポーランド

オーストラリア

英国

メキシコ

マレーシア

インドネシア

韓国

シンガポール

米国

スペイン

トルコ

ルーマニア

ペルー

日本

インド
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国別データ

Q1.以下は、気候変動に関するいくつか
の記述です。各記述について、どの程
度同意するかをお答えください。

企業や業界には、利益の一部を気候
変動対策の資金に充てるよう義務付
けるべきである

日本を除くほとんどの国で、利益は気候
変動対策の資金に使うべきだとの意見
が多数を占めています。

65%

82%

75%

73%

72%

71%

71%

71%

70%

70%

70%

69%

68%

68%

68%

66%

65%

64%

63%

63%

63%

62%

62%

62%

60%

58%

57%

57%

56%

52%

45%

11%

2%

3%

8%

9%

9%

7%

11%

5%

9%

14%

6%

10%

5%

7%

15%

12%

11%

14%

15%

11%

14%

11%

13%

15%

15%

16%

20%

17%

22%

13%

世界平均

インドネシア

タイ

メキシコ

ペルー

チリ

アイルランド

南アフリカ

マレーシア

イタリア

コロンビア

シンガポール

フランス

ハンガリー

韓国

トルコ

スペイン

ブラジル

アルゼンチン

スウェーデン

英国

ポーランド

ルーマニア

オーストラリア

カナダ

ベルギー

ドイツ

オランダ

米国

インド

日本

同意する 同意しない

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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国別データ

Q1. 以下は、気候変動に関するいくつか
の記述です。各記述について、どの程度
同意するかをお答えください。

非常に裕福な人々(億万長者)は、気
候変動対策費用のほとんどを負担する
べきである

しかし、億万長者がそのような行動に
最も責任を負うべきだと考える人はそれ
ほど多くありません。

54%

66%

66%

64%

61%

60%

59%

59%

58%

57%

57%

56%

56%

56%

55%

55%

55%

54%

54%

52%

52%

52%

51%

50%

50%

49%

48%

48%

47%

45%

39%

16%

13%

11%

8%

8%

15%

12%

13%

17%

16%

15%

16%

19%

15%

11%

18%

18%

16%

17%

21%

21%

22%

16%

22%

16%

18%

17%

20%

19%

22%

16%

世界平均

トルコ

イタリア

シンガポール

ハンガリー

ポーランド

インドネシア

アイルランド

コロンビア

タイ

カナダ

スペイン

オランダ

ブラジル

マレーシア

ベルギー

フランス

チリ

オーストラリア

スウェーデン

ペルー

ドイツ

ルーマニア

インド

南アフリカ

英国

メキシコ

米国

韓国

アルゼンチン

日本

同意する 同意しない

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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国別データ

Q1. 以下は、気候変動に関するいくつか
の記述です。各記述について、どの程度
同意するかをお答えください。

非常に裕福な人々(億万長者)は、気
候変動対策費用のほとんどを負担する
べきである

米国

ドイツ
カナダ

イタリア

ブラジル

英国
フランス

シンガポール

オーストラリア

スウェーデン

日本

スペイン

トルコ

韓国

タイ

マレーシア

オランダ

アイルランド

ベルギー

チリルーマニア

ハンガリー

0

1.5

3

4.5

6

7.5

0.35 0.40 0.45 0.50 0.55 0.60 0.65 0.70

億
万
長
者
の
割
合

億万長者が費用のほとんどを負担すべきだと同意する割合出典: World Population Review, 2025

億万長者の集中度が最も高い国々
のうち、気候変動対策の責任をこれ
らの個人に負わせることに賛成する
国はわずか2か国のみです。

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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国別データ

Q1.以下は、気候変動に関するいくつか
の記述です。各記述について、どの程度
同意するかをお答えください。

先進国は、気候災害の影響を最も多く
受けた国々に財政的な補償を行うべき
である

先進国の中で、気候被害を受けた国々
への賠償を支持する国はほとんどありませ
ん。

55%

75%

69%

68%

66%

66%

66%

65%

63%

61%

61%

59%

59%

58%

58%

55%

54%

53%

52%

52%

52%

51%

49%

49%

46%

43%

43%

42%

42%

41%

38%

15%

4%

11%

9%

7%

13%

10%

7%

11%

14%

7%

12%

11%

11%

10%

11%

21%

20%

9%

15%

17%

17%

16%

19%

21%

22%

22%

24%

24%

13%

27%

世界平均

インドネシア

南アフリカ

コロンビア

イタリア

トルコ

ペルー

タイ

アルゼンチン

アイルランド

シンガポール

ブラジル

チリ

韓国

メキシコ

マレーシア

インド

オランダ

ハンガリー

ポーランド

スペイン

スウェーデン

ルーマニア

オーストラリア

英国

カナダ

フランス

ベルギー

米国

日本

ドイツ

同意する 同意しない

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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国別データ

Q1.以下は、気候変動に関するいくつ
かの記述です。各記述について、どの
程度同意するかをお答えください。

農業ビジネスの拡大を、アマゾンの保
護と両立することはできない

インドネシア、アイルランド、そしていくつ
かのラテンアメリカ諸国は、農業ビジネ
スの拡大がアマゾン保護と対立すると
認識し、同様の保全問題に共感して
います。

42%

53%

50%

50%

50%

50%

49%

48%

47%

46%

45%

45%

44%

43%

43%

42%

42%

41%

41%

40%

39%

39%

39%

38%

38%

38%

34%

34%

33%

31%

21%

13%

7%

10%

12%

16%

19%

21%

14%

11%

11%

11%

11%

8%

8%

11%

9%

15%

9%

15%

12%

15%

12%

13%

7%

18%

13%

12%

15%

28%

14%

18%

世界平均

インドネシア

アイルランド

ペルー

コロンビア

ブラジル

インド

フランス

メキシコ

タイ

南アフリカ

スウェーデン

シンガポール

オランダ

アルゼンチン

オーストラリア

ドイツ

ベルギー

トルコ

チリ

イタリア

ルーマニア

マレーシア

英国

韓国

ポーランド

米国

ハンガリー

スペイン

カナダ

日本

同意する 同意しない

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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行動と支援
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サマリー

11%
「森林破壊をただ止めるだけで
は不十分である」と見なされて
おり、世界的にわずか11%がこ
れが気候変動と戦うために十
分だと考えています。

39%
(30か国平均)が、COP30の成
功を「保護し、再植林し、経済
を変える」ことと定義しています。

▪ 体系的な行動の必要性: 
▪ 世界的に39%がCOP30の成功を「保護し、再植林し、経済を変える」ことと

定義しています。世界の大多数の市民は、一過性の措置ではなく経済変
革と組み合わせた自然に基づく解決策を求めています。

▪ 森林破壊の停止に加えて、すでに与えられた被害への補償を支持する人は26%
です。賠償の仕組みに対する関心は特にラテンアメリカ(メキシコ44%、ペルー42%、
コロンビア41%、アルゼンチン・チリ33%)および東南アジアの一部(タイ39%、インドネ
シア37%)で高いです。

▪ 開発を森林破壊の継続に結びつける考えはほぼ全面的に否定されており、「森林
伐採は開発の一部であり、今後も継続すべきである」と賛同するのは世界的にわ
ずか4%です。

© Ipsos | Attitudes to COP30
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世界的には、39%がCOP30の
成功を「保護、再植林、そして
持続可能な経済への転換」と
定義しています。

Q4. COP30は、次のどの結
論に達すれば成功だと思い
ますか？

39%

26%

11%

4%

持続可能にするためには、保護し、再植林し、

経済を変える必要がある

森林伐採の中止に加えて、すでに発生した損害を

補償する必要がある

森林伐採を中止するだけで、気候危機に対処するのに十分である

森林伐採は開発の一部であり、今後も継続すべきである

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施

© Ipsos | Attitudes to COP30
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国別データ

Q4. COP30は、次のどの結論に
達すれば成功だと思いますか？

持続可能にするためには、保護
し、再植林し、経済を変える必
要がある

39%

55%

49%

49%

48%

47%

47%

47%

46%

45%

44%

44%

43%

42%

42%

41%

40%

40%

39%

39%

39%

38%

35%

34%

34%

33%

28%

23%

23%

23%

20%

世界平均

韓国

ルーマニア

ハンガリー

マレーシア

シンガポール

ドイツ

オランダ

ベルギー

インドネシア

フランス

日本

南アフリカ

トルコ

ブラジル

イタリア

英国

スペイン

ポーランド

オーストラリア

アイルランド

スウェーデン

コロンビア

カナダ

米国

チリ

アルゼンチン

メキシコ

タイ

ペルー

インド

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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国別データ

Q4. COP30は、次のどの結論に達
すれば成功だと思いますか？

森林伐採の中止に加えて、すで
に発生した損害を補償する必要
がある

26%

44%

42%

41%

39%

37%

33%

33%

31%

30%

29%

29%

27%

25%

25%

25%

24%

23%

23%

22%

22%

21%

21%

21%

21%

20%

17%

17%

14%

14%

11%

世界平均

メキシコ

ペルー

コロンビア

タイ

インドネシア

アルゼンチン

チリ

イタリア

トルコ

スウェーデン

インド

スペイン

南アフリカ

ハンガリー

ブラジル

フランス

アイルランド

英国

ポーランド

米国

ベルギー

ドイツ

シンガポール

オーストラリア

ルーマニア

マレーシア

カナダ

オランダ

韓国

日本

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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国別データ

Q4. COP30は、次のどの結論に
達すれば成功だと思いますか？

森林伐採を中止するだけで、
気候危機に対処するのに十分
である

11%

17%

17%

16%

16%

16%

15%

14%

14%

13%

12%

12%

12%

11%

11%

10%

10%

10%

9%

8%

8%

8%

8%

8%

8%

7%

7%

6%

6%

5%

5%

世界平均

インド

メキシコ

マレーシア

タイ

ルーマニア

ペルー

韓国

南アフリカ

ポーランド

ブラジル

アルゼンチン

アイルランド

チリ

トルコ

シンガポール

イタリア

コロンビア

米国

フランス

英国

オーストラリア

オランダ

スペイン

ドイツ

スウェーデン

ベルギー

インドネシア

カナダ

日本

ハンガリー

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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国別データ

Q4. COP30は、次のどの結論に
達すれば成功だと思いますか？

森林伐採は開発の一部であり、
今後も継続すべきである

4%
9%
9%
7%
7%
5%
5%
5%
5%
5%
5%
5%
4%
4%
4%
4%
4%
4%
4%
4%
4%
4%
4%
3%
3%
3%
3%
3%
3%
2%

2%

世界平均

タイ

インド

マレーシア

ポーランド

ペルー

シンガポール

南アフリカ

オランダ

トルコ

アイルランド

インドネシア

日本

米国

メキシコ

コロンビア

フランス

スウェーデン

カナダ

英国

チリ

スペイン

アルゼンチン

イタリア

ルーマニア

オーストラリア

韓国

ドイツ

ブラジル

ベルギー

ハンガリー

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施



世界的には、39%の人々がCOP30の成功を「保護、再植林、
経済を持続可能に変えること」と定義している

Q4. COP30は、次のどの結論に達すれば成功だと思いますか？

世
界
平
均

ア
ル
ゼ
ン
チ
ン

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

ベ
ル
ギ
ー

ブ
ラ
ジ
ル

カ
ナ
ダ

チ
リ

コ
ロ
ン
ビ
ア

フ
ラ
ン
ス

ド
イ
ツ

英
国

ハ
ン
ガ
リ
ー

イ
ン
ド

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

イ
タ
リ
ア

日
本

マ
レ
ー
シ
ア

メ
キ
シ
コ

オ
ラ
ン
ダ

ペ
ル
ー

ポ
ー
ラ
ン
ド

ル
ー
マ
ニ
ア

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

南
ア
フ
リ
カ

韓
国

ス
ペ
イ
ン

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

タ
イ

ト
ル
コ

米
国

持続可能にするためには、保護し、再植林し、
経済を変える必要がある

39% 28% 39% 46% 42% 34% 33% 35% 44% 47% 40% 49% 20% 45% 39% 41% 44% 48% 23% 47% 23% 39% 49% 47% 43% 55% 40% 38% 23% 42% 34%

森林伐採の中止に加えて、すでに発生した損
害を補償する必要がある

26% 33% 21% 21% 25% 17% 33% 41% 24% 21% 23% 25% 29% 37% 23% 31% 11% 17% 44% 14% 42% 22% 20% 21% 25% 14% 27% 29% 39% 30% 22%

森林伐採を中止するだけで、気候危機に対
処するのに十分である

11% 12% 8% 7% 12% 6% 11% 10% 8% 8% 8% 5% 17% 6% 12% 10% 5% 16% 17% 8% 15% 13% 16% 10% 14% 14% 8% 7% 16% 11% 9%

森林伐採は開発の一部であり、今後も継続
すべきである

4% 4% 3% 2% 3% 4% 4% 4% 4% 3% 4% 2% 9% 5% 5% 3% 4% 7% 4% 5% 5% 7% 3% 5% 5% 3% 4% 4% 9% 5% 4%

各国の1位

各国の2位

各国の3位

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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目標達成への障壁
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主な調査結果

34%
実施面での不備は、政治的
要因とほぼ同程度に重い課
題となっています。森林破壊や
汚染に対する取り締まりの弱さ
が、2番目に大きな障害として
挙げられています。

42%
政治が最大のボトルネックです。
政府指導者の政治的意志不
足が世界的に最も多く挙げられ
る障壁です。

31%
資金面は世界全体で3番目の
主要な課題であり、とくにラテン
アメリカや南アフリカを中心とする
グローバルサウスで深刻です。

51%

41%

38%

34%

ラテンアメリカ

ヨーロッパ

北米

アジア太平洋

© Ipsos | Attitudes to COP30
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世界平均

Q6.自国が気候に関する目
標を達成する上で、主な障
害は何ですか？

42%

34%

31%

29%

27%

24%

18%

17%

政府指導者の政治的意思が欠如している

森林伐採と公害に対する施策が不足している

環境プロジェクトの資金が不足している

経済的課題における優先事項ではない

短期的な利益を求めるセクターからの圧力がある

石油やガスなどの化石燃料に依存している

適切な技術が不足している

農業関連セクターから環境規制に反対する圧力がある

課題は技術的な側面よりも、ガバナ
ンスおよび実行に関わるものです。
政治的意思、施行、財政が技術よ
りも障害として強く認識されています。

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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45%

30%

27%

27%

30%

31%

14%

19%

15%

43%

34%

30%

29%

28%

24%

16%

17%

14%

40%

35%

31%

30%

27%

23%

21%

18%

12%

40%

36%

34%

29%

25%

21%

19%

16%

12%

政府指導者の政治的意思の欠如

森林破壊および汚染に対する取り締まりの不足

環境プロジェクトへの資金不足

経済議題の優先事項ではない

短期的利益を求める部門からの圧力

石油やガスなどの化石燃料への依存

十分な技術の欠如

環境規制に反対する農業関連産業からの圧力

不明

ベビーブーマー ジェネレーションX ミレニアル世代 ジェネレーションZ。

世代

Q6.自国が気候に関する目
標を達成する上で、主な障
害は何ですか？

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施

気候変動対策の障壁は主に政治的
なものであるという強い世代間の合意
があります。

政府指導者の政治的意思が欠如している

森林伐採と公害に対する施策が不足している

環境プロジェクトの資金が不足している

経済的課題における優先事項ではない

短期的な利益を求めるセクターからの圧力がある

石油やガスなどの化石燃料に依存している

適切な技術が不足している

農業関連セクターから環境規制に反対する圧力がある

わからない

ベビーブーマー世代 X世代 ミレニアル世代 Z世代
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国別データ

Q6.自国が気候に関する目標を
達成する上で、主な障害は何です
か？

政府指導者の政治的意思が
欠如している

42%

57%

53%

53%

51%

50%

50%

49%

48%

47%

46%

45%

44%

44%

43%

42%

41%

40%

40%

39%

39%

38%

37%

36%

34%

33%

33%

30%

29%

29%

26%

世界平均

ペルー

インドネシア

コロンビア

アルゼンチン

チリ

メキシコ

フランス

ルーマニア

ブラジル

タイ

イタリア

オランダ

スウェーデン

スペイン

ベルギー

マレーシア

ハンガリー

南アフリカ

韓国

米国

オーストラリア

アイルランド

英国

トルコ

日本

ポーランド

カナダ

ドイツ

シンガポール

インド

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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国別データ

Q6.自国が気候に関する目標を達成
する上で、主な障害は何ですか？

森林伐採と公害に対する施策が不足
している

34%

54%

53%

52%

49%

49%

45%

44%

44%

44%

41%

39%

39%

34%

32%

32%

31%

29%

29%

29%

28%

26%

26%

25%

23%

23%

23%

21%

20%

20%

19%

世界平均

ルーマニア

インドネシア

マレーシア

タイ

トルコ

ペルー

メキシコ

ブラジル

インド

コロンビア

南アフリカ

チリ

アルゼンチン

シンガポール

ポーランド

ハンガリー

イタリア

韓国

米国

アイルランド

スペイン

英国

オーストラリア

ドイツ

ベルギー

カナダ

フランス

スウェーデン

オランダ

日本

森林破壊や汚染に対する取り締ま
りが不十分であることは、第2の障
害として挙げられており(34%)、特に
東南アジアおよびラテンアメリカの一
部で報告が多くなっています。

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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国別データ

Q6.自国が気候に関する目標を
達成する上で、主な障害は何で
すか？

環境プロジェクトの資金が不足
している

31%

51%

50%

47%

44%

44%

43%

40%

39%

37%

36%

30%

30%

29%

29%

28%

28%

27%

27%

26%

26%

25%

23%

23%

22%

21%

20%

20%

20%

17%

16%

世界平均

コロンビア

南アフリカ

ペルー

インドネシア

メキシコ

アルゼンチン

チリ

マレーシア

タイ

ルーマニア

インド

ベルギー

ブラジル

ポーランド

ハンガリー

トルコ

スペイン

英国

シンガポール

アイルランド

イタリア

フランス

ドイツ

米国

カナダ

オーストラリア

スウェーデン

日本

オランダ

韓国

財政的不安は全体で3番目に多く
言及された問題(31%)であり、特に
ラテンアメリカや南アフリカなどグロー
バルサウスに集中しています。

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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国別データ

Q6.自国が気候に関する目標を
達成する上で、主な障害は何で
すか？

経済的課題における優先事項で
はない

29%

47%

39%

36%

35%

34%

34%

33%

33%

31%

30%

30%

30%

29%

29%

29%

29%

28%

28%

27%

27%

27%

25%

24%

24%

24%

24%

23%

21%

17%

16%

世界平均

韓国

スウェーデン

アルゼンチン

シンガポール

南アフリカ

ベルギー

米国

オランダ

チリ

トルコ

ドイツ

英国

ペルー

スペイン

アイルランド

フランス

インドネシア

マレーシア

コロンビア

ポーランド

オーストラリア

ハンガリー

メキシコ

カナダ

ルーマニア

イタリア

ブラジル

日本

インド

タイ

経済政策への統合の欠如は29%が
挙げており、韓国(47%)やスウェーデ
ン(39%)などの先進国でより顕著です。

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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国別データ

Q6.自国が気候に関する目標を
達成する上で、主な障害は何で
すか？

短期的な利益を求めるセクター
からの圧力がある

27%

44%

41%

35%

33%

31%

31%

31%

30%

30%

29%

29%

29%

28%

28%

28%

27%

27%

26%

25%

25%

24%

23%

23%

22%

22%

21%

20%

20%

20%

15%

世界平均

トルコ

韓国

スペイン

ドイツ

オランダ

マレーシア

ハンガリー

ポーランド

英国

ルーマニア

タイ

オーストラリア

イタリア

チリ

スウェーデン

ベルギー

コロンビア

アイルランド

カナダ

フランス

米国

メキシコ

南アフリカ

ブラジル

シンガポール

アルゼンチン

インド

インドネシア

ペルー

日本

短期的な利益追求の圧力は、
OECD諸国や一部の新興国にも影
響しており、トルコではその割合が
44%に達しています。

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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国別データ

Q6.自国が気候に関する目標を
達成する上で、主な障害は何で
すか？

石油やガスなどの化石燃料に依
存している

24%

34%

31%

31%

31%

29%

29%

29%

28%

27%

27%

27%

26%

25%

25%

25%

24%

24%

24%

24%

24%

22%

21%

21%

21%

19%

14%

14%

14%

14%

13%

世界平均

日本

アイルランド

韓国

ハンガリー

カナダ

英国

南アフリカ

オーストラリア

イタリア

スウェーデン

ドイツ

米国

ベルギー

オランダ

インドネシア

フランス

スペイン

シンガポール

コロンビア

ポーランド

チリ

ルーマニア

マレーシア

メキシコ

トルコ

ペルー

タイ

インド

アルゼンチン

ブラジル

化石燃料への依存(24%)は、日
本(34%)のようなOECD諸国で
特に顕著に挙げられています。

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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国別データ

Q6.自国が気候に関する目標を
達成する上で、主な障害は何で
すか？

適切な技術が不足している

18%

32%

25%

25%

25%

25%

24%

23%

23%

21%

21%

20%

20%

18%

18%

17%

17%

17%

17%

17%

16%

16%

15%

13%

12%

12%

12%

12%

11%

10%

10%

世界平均

インド

タイ

マレーシア

ペルー

インドネシア

メキシコ

ポーランド

南アフリカ

ルーマニア

トルコ

ハンガリー

シンガポール

イタリア

チリ

アイルランド

日本

アルゼンチン

コロンビア

スペイン

韓国

ブラジル

オーストラリア

スウェーデン

ドイツ

英国

オランダ

米国

カナダ

フランス

ベルギー

技術的障壁は18%と最も少ない
ものの、大きなアジア市場では注
目すべき水準となっています。

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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国別データ

Q6. 自国が気候に関する目標を達成
する上で、主な障害は何ですか？

農業関連セクターから環境規制に
反対する圧力がある

17%

32%

30%

27%

22%

21%

21%

21%

21%

20%

20%

20%

18%

17%

17%

17%

15%

15%

15%

15%

15%

14%

14%

14%

13%

12%

12%

12%

11%

11%

7%

世界平均

フランス

タイ

オランダ

ポーランド

トルコ

ブラジル

アイルランド

イタリア

インドネシア

ドイツ

ベルギー

マレーシア

オーストラリア

米国

シンガポール

スペイン

チリ

ペルー

韓国

ルーマニア

英国

メキシコ

インド

南アフリカ

アルゼンチン

カナダ

コロンビア

ハンガリー

スウェーデン

日本

農業ビジネスからの圧力は
全体としては限られた問題
ですが、ヨーロッパ、タイ、ブ
ラジルでは重要な課題と
なっています。

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施



課題は技術的なものというよりも、むしろガバナンスと実行に関するものであり、政治的意志、施行、
財政が技術よりも障害と認識されている

Q6. 自国が気候に関する目標を達成する上で、主な障害は何ですか？
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界
平
均

ア
ル
ゼ
ン
チ
ン

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

ベ
ル
ギ
ー

ブ
ラ
ジ
ル

カ
ナ
ダ

チ
リ

コ
ロ
ン
ビ
ア

フ
ラ
ン
ス

ド
イ
ツ

英
国

ハ
ン
ガ
リ
ー

イ
ン
ド

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

イ
タ
リ
ア

日
本

マ
レ
ー
シ
ア

メ
キ
シ
コ

オ
ラ
ン
ダ

ペ
ル
ー

ポ
ー
ラ
ン
ド

ル
ー
マ
ニ
ア

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

南
ア
フ
リ
カ

韓
国

ス
ペ
イ
ン

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

タ
イ

ト
ル
コ

米
国

政府指導者の政治的意思が欠如している 42% 51% 38% 42% 47% 30% 50% 53% 49% 29% 36% 40% 26% 53% 37% 45% 33% 41% 50% 44% 57% 33% 48% 29% 40% 39% 43% 44% 46% 34% 39%

森林伐採と公害に対する施策が不足している 34% 34% 25% 23% 44% 23% 39% 41% 21% 23% 26% 31% 44% 53% 28% 29% 19% 52% 44% 20% 45% 32% 54% 32% 39% 29% 26% 20% 49% 49% 29%

環境プロジェクトの資金が不足している 31% 43% 20% 30% 29% 21% 40% 51% 23% 23% 27% 28% 30% 44% 26% 25% 20% 39% 44% 17% 47% 29% 36% 26% 50% 16% 27% 20% 37% 28% 22%

経済的課題における優先事項ではない 29% 36% 27% 34% 23% 24% 31% 27% 29% 30% 30% 25% 17% 28% 29% 24% 21% 28% 24% 33% 29% 27% 24% 35% 34% 47% 29% 39% 16% 30% 33%

短期的な利益を求めるセクターからの圧力がある 27% 21% 29% 27% 22% 25% 28% 27% 25% 33% 30% 31% 20% 20% 26% 28% 15% 31% 23% 31% 20% 30% 29% 22% 23% 41% 35% 28% 29% 44% 24%

石油やガスなどの化石燃料に依存している 24% 14% 28% 25% 13% 29% 22% 24% 24% 27% 29% 31% 14% 25% 31% 27% 34% 21% 21% 25% 14% 24% 21% 24% 29% 31% 24% 27% 14% 19% 26%

適切な技術が不足している 18% 17% 15% 10% 16% 11% 18% 17% 10% 12% 12% 20% 32% 25% 17% 18% 17% 25% 24% 12% 25% 23% 21% 20% 23% 16% 17% 13% 25% 21% 12%

農業関連セクターから環境規制に反対する圧力がある 17% 12% 17% 20% 21% 12% 15% 12% 32% 20% 14% 11% 14% 20% 21% 21% 7% 18% 14% 27% 15% 22% 15% 17% 13% 15% 15% 11% 30% 21% 17%

各国の1位

各国の2位

各国の3位

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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開催地認知度

© Ipsos | Attitudes to COP30



サマリー

▪ 開催地の認知は極めて低く、世界平均では、ベレン(ブラジル)がCOP30の開催地として認識さ
れているのはわずか12%にとどまっています。

▪ 開催国であっても認知度は低く、ブラジルでは35%がベレンを挙げており、いくつかのアジア市場
では二桁の認知率に達しています(例: インドネシア26%、タイおよびマレーシア17%)。その他多く
の国では、認知率は一桁台にとどまります。

▪ COPの目的は広く理解されておらず、44%がCOPが気候変動対策の交渉を目的とする会議で
あると正しく認識しています。

▪ 開催経験のある国では知識が向上しますが、認知のギャップは埋まりません。過去にCOPを開
催した国や気候変動への関心が高い国では目的の正確な理解率が高い傾向があります(ドイ
ツ64%、インドネシア63%、フランスおよび英国59%、スウェーデン57%)が、それでも世界全体の
大多数は会議の目的を理解していません。

© Ipsos | Attitudes to COP30
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ブラジルでのCOP30開催の認知度
は非常に低いです。

世界平均

Q2b.次回の国連気候変動
枠組条約第30回締約国会
議(COP30)はどこで開催され
ますか？

12%

7%

6%

6%

70%

ブラジル、ベレン

フランス、パリ

ブラジル、ブラジリア

米国、ニューヨーク

わからない

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施



ブラジルでさえ、COP開催の認知度は低い結果となっている
Q2b.次回の国連気候変動枠組条約第30回締約国会議(COP30)はどこで開催されますか？
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ブラジル、ベレン 12% 9% 10% 9% 35% 6% 11% 16% 10% 7% 11% 6% 14% 26% 7% 10% 5% 17% 11% 9% 16% 13% 7% 14% 13% 10% 6% 11% 17% 13% 10%

フランス、パリ 7% 3% 6% 6% 4% 4% 2% 7% 6% 6% 7% 7% 15% 6% 9% 5% 3% 9% 5% 6% 5% 6% 5% 10% 9% 9% 5% 10% 5% 11% 6%

ブラジル、ブラジリア 6% 6% 6% 4% 10% 3% 8% 8% 6% 6% 4% 4% 7% 17% 6% 6% 2% 9% 7% 7% 7% 8% 5% 5% 9% 5% 4% 6% 7% 9% 3%

米国、ニューヨーク 6% 4% 5% 3% 2% 2% 5% 4% 3% 4% 4% 4% 11% 8% 7% 2% 3% 13% 8% 2% 8% 3% 6% 7% 12% 2% 4% 5% 14% 7% 9%

各国の1位

各国の2位

各国の3位

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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世界平均

Q2.締約国会議(COP30)
の主な目的は何ですか？

44%

5%

4%

3%

44%

気候変動対策に関する取り組みを交渉するための各国間の会議

国際的なスポーツ大会のルールを策定すること

国際的な文化フェスティバルを開催すること

持続可能な製品の国際見本市

わからない

COPの目的は広く理解されていま
せん。44%の人が、COPは気候
変動に対処するための行動を交
渉する会議であることを正しく認
識しています。

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施



過去にCOPを開催した国々では認知度がやや高い
Q2.締約国会議(COP30)の主な目的は何ですか？
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気候変動対策に関する取り組みを交渉する
ための各国間の会議

44% 30% 37% 44% 52% 28% 42% 51% 59% 64% 59% 26% 34% 63% 50% 48% 31% 49% 41% 29% 42% 41% 35% 48% 54% 57% 37% 57% 49% 41% 30%

国際的なスポーツ大会のルールを策定するこ
と

5% 5% 3% 2% 6% 2% 4% 6% 2% 3% 3% 1% 10% 5% 4% 3% 2% 8% 8% 4% 5% 4% 4% 5% 7% 2% 3% 3% 10% 7% 4%

国際的な文化フェスティバルを開催すること 4% 2% 4% 4% 4% 3% 2% 5% 2% 3% 3% 2% 15% 3% 7% 5% 3% 4% 5% 5% 6% 5% 3% 5% 4% 6% 4% 2% 5% 8% 3%

持続可能な製品の国際見本市 3% 4% 2% 2% 2% 1% 1% 5% 1% 2% 2% 6% 10% 1% 3% 2% 4% 4% 3% 2% 5% 4% 8% 3% 4% 2% 2% 2% 2% 5% 2%

各国の1位

各国の2位

各国の3位

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施

© Ipsos | COP30に対する意識
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44%
64%
63%
59%
59%
57%
57%
54%
52%
51%
50%
49%
49%
48%
48%
44%
42%
42%
41%
41%
41%
37%
37%
35%
34%
31%
30%
30%
29%
28%
26%

世界平均

ドイツ

インドネシア

フランス

英国

スウェーデン

韓国

南アフリカ

ブラジル

コロンビア

アイルランド

マレーシア

タイ

シンガポール

イタリア

ベルギー

ペルー

チリ

ポーランド

トルコ

メキシコ

オーストラリア

スペイン

ルーマニア

インド

日本

米国

アルゼンチン

オランダ

カナダ

ハンガリー

国別データ

Q2.締約国会議(COP30)の主な
目的は何ですか？

気候変動対策に関する取り組
みを交渉するための各国間の
会議

COPの目的に対する認知と関与は気候
の進展に不可欠ですが、平均で56%は
目標について知らないままです。

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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1%

世界平均

インド

タイ

マレーシア

メキシコ

南アフリカ

トルコ

ブラジル

コロンビア

ペルー

シンガポール

インドネシア

アルゼンチン

チリ

ルーマニア

アイルランド

ポーランド

米国

オランダ

スペイン

イタリア

ドイツ

英国

オーストラリア

スウェーデン

ベルギー

フランス

カナダ

韓国

日本

ハンガリー

国別データ

Q2.締約国会議(COP30)の主な
目的は何ですか？

国際的なスポーツ大会のルール
を策定すること

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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世界平均

インド

トルコ

アイルランド

韓国

ペルー

シンガポール

ポーランド

メキシコ

オランダ

イタリア

タイ

コロンビア

オーストラリア

南アフリカ

マレーシア

ベルギー

スペイン
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ルーマニア

米国

カナダ

英国

ドイツ

日本

インドネシア

フランス

ハンガリー

チリ

スウェーデン

アルゼンチン

国別データ

Q2.締約国会議(COP30)の主な
目的は何ですか？

国際的な文化フェスティバルを開
催すること

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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世界平均

インド

ルーマニア

ハンガリー

トルコ

コロンビア

ペルー

南アフリカ

ポーランド

マレーシア

アルゼンチン

日本

アイルランド

メキシコ

シンガポール

スペイン

米国

スウェーデン

ドイツ

タイ

韓国

ベルギー

オーストラリア

英国

ブラジル

イタリア

オランダ

フランス

チリ

カナダ

インドネシア

国別データ

Q2.締約国会議(COP30)の主な
目的は何ですか？

持続可能な製品の国際見本市

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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国別データ

Q2b.次回の国連気候変動枠
組条約第30回締約国会議
(COP30)はどこで開催されます
か？

ブラジル、ベレン

12%

35%

26%

17%

17%

16%

16%

14%

14%

13%

13%

13%

11%

11%

11%

11%

10%

10%

10%

10%

10%

9%

9%

9%

7%

7%

7%

6%

6%

6%

5%

世界平均

ブラジル

インドネシア

タイ

マレーシア

コロンビア

ペルー

インド

シンガポール

ポーランド

南アフリカ

トルコ

チリ

スウェーデン

英国

メキシコ

韓国

フランス

オーストラリア

イタリア

米国

ベルギー

アルゼンチン

オランダ

アイルランド

ドイツ

ルーマニア

カナダ

ハンガリー

スペイン

日本

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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国別データ

Q2b.次回の国連気候変動枠
組条約第30回締約国会議
(COP30)はどこで開催されます
か？

フランス、パリ

7%

15%

11%

10%

10%

9%

9%

9%

9%

7%

7%

7%

6%

6%

6%

6%

6%

6%

6%

6%

5%

5%

5%

5%

5%

5%

4%

4%

3%

3%

2%

世界平均

インド

トルコ

スウェーデン

シンガポール

マレーシア

韓国

アイルランド

南アフリカ

コロンビア

ハンガリー

英国

ベルギー

ポーランド

オーストラリア

オランダ

フランス

インドネシア

ドイツ

米国

スペイン

イタリア

ペルー

メキシコ

ルーマニア

タイ

カナダ

ブラジル

アルゼンチン

日本

チリ

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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国別データ

Q2b.次回の国連気候変動枠組
条約第30回締約国会議
(COP30)はどこで開催されます
か？

ブラジル、ブラジリア

6%

17%

10%

9%

9%

9%

8%

8%

8%

7%

7%

7%

7%

7%

6%

6%

6%

6%

6%

6%

6%

5%

5%

5%

4%

4%

4%

4%

3%

3%

2%

世界平均

インドネシア

ブラジル

南アフリカ

マレーシア

トルコ

ポーランド

チリ

コロンビア

インド

メキシコ

タイ

ペルー

オランダ

スウェーデン

フランス

ドイツ

イタリア

アイルランド

アルゼンチン

オーストラリア

ルーマニア

韓国

シンガポール

英国

スペイン

ベルギー

ハンガリー

カナダ

米国

日本

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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国別データ

Q2b.次回の国連気候変動枠組
条約第30回締約国会議
(COP30)はどこで開催されます
か？

米国、ニューヨーク

6%

14%

13%

12%

11%

9%

8%

8%

8%

7%

7%

7%

6%

5%

5%

5%

4%

4%

4%

4%

4%

4%

3%

3%

3%

3%

2%

2%

2%

2%

2%

世界平均

タイ

マレーシア

南アフリカ

インド

米国

インドネシア

メキシコ

ペルー

トルコ

アイルランド

シンガポール

ルーマニア

チリ

スウェーデン

オーストラリア

コロンビア

英国

ハンガリー

スペイン

アルゼンチン

ドイツ

ポーランド

ベルギー

日本

フランス

ブラジル

イタリア

韓国

オランダ

カナダ

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施



ブラジルに注目が集まる
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42%

64%

61%

57%

55%

53%

51%

50%

50%

50%

49%

47%

47%

43%

42%

42%

41%

40%

39%

39%

38%

38%

36%

34%

32%

31%

31%

30%

29%

28%

25%

11%

2%

6%

9%

7%

8%

20%

3%

11%

8%

13%

9%

12%

12%

8%

14%

8%

13%

8%

10%

12%

15%

16%

10%

20%

13%

13%

17%

19%

12%

12%

世界平均

タイ

インドネシア

コロンビア

南アフリカ

ペルー

インド

マレーシア

ポーランド

メキシコ

ブラジル

ルーマニア

トルコ

イタリア

チリ

アイルランド

アルゼンチン

スウェーデン

シンガポール

ハンガリー

オーストラリア

スペイン

オランダ

米国

フランス

韓国

英国

ベルギー

ドイツ

カナダ

日本

同意する

国別データ

Q5. COP30に関する次の各記述に
ついて、どの程度同意しますか？

ブラジルのアマゾン地域にある都
市のべレン市でCOP30を開催する
ことで、成功の可能性が高まる

同意しない

COP30をベレンで開催することを成功
要因とする合意は42%であり、東南
アジアとラテンアメリカで熱意が高い一
方、先進国では懐疑的な見方があり
ます。

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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55%

68%

68%

67%

66%

65%

62%

60%

60%

60%

59%

59%

58%

58%

56%

55%

55%

55%

52%

52%

51%

50%

48%

48%

47%

47%

46%

46%

45%

45%

33%

8%

4%

5%

2%

7%

4%

6%

8%

6%

4%

8%

10%

11%

5%

6%

9%

8%

6%

10%

7%

9%

21%

12%

11%

7%

7%

5%

12%

9%

10%

10%

世界平均

インドネシア

南アフリカ

タイ

コロンビア

マレーシア

アイルランド

ペルー

ポーランド

シンガポール

メキシコ

トルコ

ブラジル

英国

オーストラリア

イタリア

スウェーデン

チリ

韓国

米国

オランダ

インド

フランス

スペイン

ルーマニア

カナダ

ハンガリー

ドイツ

ベルギー

アルゼンチン

日本

同意する

国別データ

Q5. COP30に関する次の各記述に
ついて、どの程度同意しますか？

COP30は、ブラジルが持続可能
性におけるリーダーシップを発揮す
る機会である

同意しない

COP30をブラジルのリーダーシップの機
会と捉える人が多数であり、世界的
には55%が賛成しており、特に新興
市場で顕著です。

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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59%

74%

71%

70%

67%

66%

65%

65%

65%

65%

63%

62%

62%

61%

61%

61%

60%

59%

58%

58%

57%

56%

56%

55%

54%

54%

53%

51%

47%

47%

36%

7%

2%

7%

4%

7%

5%

6%

2%

6%

5%

4%

8%

7%

10%

7%

7%

6%

10%

7%

4%

8%

9%

7%

8%

7%

6%

8%

8%

23%

8%

8%

世界平均

インドネシア

コロンビア

フランス

ペルー

メキシコ

イタリア

タイ

スウェーデン

南アフリカ

マレーシア

ブラジル

アイルランド

トルコ

チリ

ベルギー

アルゼンチン

ポーランド

オランダ

シンガポール

スペイン

ドイツ

ルーマニア

オーストラリア

英国

ハンガリー

米国

韓国

インド

カナダ

日本

同意する

国別データ

Q5. COP30に関する次の各記述に
ついて、どの程度同意しますか？

ブラジルがグローバル気候評議会
の創設を提唱することは正しいこと
である

同意しない

ブラジルの『グローバル気候評議会』
提唱は、世界全体で59%の支持を得
ており、特にラテンアメリカおよび東南ア
ジアで強い支持を示しています。

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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62%

82%

72%

70%

70%

69%

68%

67%

67%

65%

64%

64%

64%

64%

62%

62%

62%

61%

61%

61%

60%

60%

60%

59%

59%

58%

58%

53%

52%

48%

37%

8%

1%

9%

4%

7%

7%

7%

7%

8%

9%

9%

7%

9%

5%

5%

8%

5%

9%

11%

7%

7%

7%

8%

7%

5%

7%

8%

20%

10%

8%

8%

世界平均

インドネシア

コロンビア

タイ

ペルー

メキシコ

フランス

アイルランド

南アフリカ

ポーランド

アルゼンチン

イタリア

トルコ

マレーシア

ハンガリー

チリ

英国

スペイン

ブラジル

韓国

ベルギー

ドイツ

ルーマニア

スウェーデン

シンガポール

オーストラリア

オランダ

インド

米国

カナダ

日本

同意する

国別データ

Q5. COP30に関する次の各記述に
ついて、どの程度同意しますか？

森林を保護する国々がその取り
組みに対して資金援助を受け、逆
に森林を破壊すれば罰則を科さ
れるべきだというブラジル政府の提
案は正しいものである

同意しない

森林保全のインセンティブは62%が支
持しており、特にインドネシアのような
新興市場での支持が高い結果となっ
ています。

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施
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56%

72%

72%

70%

67%

66%

66%

61%

61%

61%

59%

58%

58%

57%

56%

55%

55%

55%

54%

53%

53%

53%

53%

52%

49%

47%

47%

45%

45%

44%

39%

9%

3%

4%

11%

8%

8%

5%

9%

12%

8%

7%

5%

8%

11%

6%

10%

10%

7%

19%

8%

12%

9%

9%

9%

9%

7%

13%

11%

14%

12%

8%

世界平均

インドネシア

タイ

コロンビア

南アフリカ

ペルー

フランス

アイルランド

トルコ

メキシコ

イタリア

シンガポール

ポーランド

ブラジル

マレーシア

チリ

スウェーデン

英国

インド

韓国

オーストラリア

ベルギー

アルゼンチン

ルーマニア

米国

ハンガリー

スペイン

ドイツ

カナダ

オランダ

日本

同意する 同意しない

国別データ

Q5. COP30に関する次の各記述に
ついて、どの程度同意しますか？

先住民と伝統的なコミュニティは、
気候に関する意思決定において主
要な役割を果たすべきである

先住民の気候決定における役割は
56%に支持されており、東南アジアおよ
びラテンアメリカでは支持率が高い一方、
西ヨーロッパおよび北米では低い結果と
なっています。

対象: 2025年6月20日から7月4日にかけて、30か
国の75歳未満の成人23,700人を対象に実施



調査手法
これらは、イプソスが同社のオンラインプラットフォ

ームGlobal Advisorおよびインドではプラットフォ
ームIndiaBus上で、2025年6月20日(金)から7
月4日(金)まで実施した30か国調査の結果です。
本調査では、インドで18歳以上、カナダ、アイル
ランド共和国、イスラエル、マレーシア、南アフリカ

、トルコ、米国で18～74歳、タイで20～74歳、イ
ンドネシアおよびシンガポールで21～74歳、それ
以外の国々では16～74歳の成人人口合計
23,700人に調査を行いました。

サンプルは、日本では約2,000人、オーストラリア、
ベルギー、ブラジル、カナダ、フランス、ドイツ、英

国、イタリア、メキシコ、スペイン、米国では各国

約1,000人、アルゼンチン、チリ、コロンビア、ハン
ガリー、インドネシア、アイルランド、マレーシア、オ

ランダ、ペルー、ポーランド、ルーマニア、シンガポ

ール、南アフリカ、韓国、スウェーデン、タイ、トル

コでは各国約500人から構成されています。イン
ドにおけるサンプルは約2,200人で、そのうち約
1,800人が対面で調査を受け、400人がオンライ
ンで調査を受けました。

アルゼンチン、オーストラリア、ベルギー、カナダ、フ

ランス、ドイツ、英国、ハンガリー、イタリア、日本、

オランダ、ポーランド、韓国、スペイン、スウェーデ

ン、米国のサンプルは、75歳未満の一般成人の
人口を代表すると見なすことができます。ブラジ

ル、チリ、コロンビア、インドネシア、アイルランド、

マレーシア、メキシコ、ペルー、ルーマニア、シンガ

ポール、南アフリカ、タイ、トルコのサンプルは、一

般人口に比べてより都市部に住み、教育水準

が高く、またはより裕福である傾向にあります。こ

れらの国の調査結果は、その国のより凸たる接

続性の高いコネクテッドな層の人口の意見を反

映していると考えられます。

インドのサンプルは、都市部の社会経済階層A、
B、Cの広範な都市部人口、および4つのゾーン
全体のティア1～3の都市の階層を代表していま
す。

データは、それぞれの国のサンプル構成が最新の

国勢調査データに基づく成人人口の人口統計

学的プロファイルを最もよく反映するように重み

付けされています。「世界平均」とは、調査が実

施されたすべての国と市場の平均結果を反映し

たものです。各国または市場の人口規模に応じ

て調整されておらず、全体の結果を示唆するも

のではありません。

割合の合計が100に達しない場合や、「差」が実
際の結果に比べて±1パーセントポイント多いまた
は少ない場合は、四捨五入、重複回答、また

は「わからない」または未回答の除外による可能

性があります。

イプソスのオンライン投票の精度は信頼区間を

用いて計算されており、標本数N=1,000の調査
は±3.5パーセントポイントの精度、N=500の調
査は±5.0パーセントポイントの精度を示します。
イプソスが信頼区間を使用する方法の詳細につ

いては、イプソスのウェブサイトをご覧ください。

これらの調査結果の公開は、現地の規則および

法令を遵守しています。

この件に関する情報または支援が必要な場合

は、こちらまでご連絡ください。

Emilios Louca
Senior Research Manager
Ipsos Public Affairs +1 (416) 572-4443
emilios.louca@ipsos.com

Nik Samoylov
Director
Ipsos Public Affairs +1 (416) 572-4471
nik.samoylov@ipsos.com

当社のすべての製品およびサービスに関する情

報は、www.ipsos.comをご覧ください。

© Ipsos | Attitudes to COP30

mailto:emilios.louca@ipsos.com
mailto:nik.samoylov@ipsos.com
http://www.ipsos.com/


詳細については、こちらまでお問い合わせください。
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